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（注意） 

1. 問題は設問１～設問３の３問で、計５ページあります。 

2. 解答はすべて別紙「解答用紙」に記入して下さい。 

3. 受験学科、氏名を「解答用紙」の所定欄に記入して下さい。 

4. 試験時間は 90分です。 

 

※ この問題用紙は必ず持ち帰ること。 

 

 



 - 1 - 

設問 以下の文章は、経済産業省 中小企業庁『2021年版 中小企業白書』を参考に作成し

たものである。これを読み、設問に答えなさい。なお、巻末に注 1、2、3に関連する

資料を掲載してあるので参照すること。 

 

 持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、2015年 9 月の国

連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016

年から 2030年までの 17のゴール（目標）（注 1）と 169のターゲットからなる国際目標であ

る。この SDGs は、未来の世代を犠牲にすることなく現在の要求を満たす開発を意味すると

いわれる。なお、この採択より今年で 7年が経過し、SDGsの考え方は世界の共通認識にな

りつつあり、日本においても重要な指針とされている。 

 そこで、消費者の SDGsへの認知度の推移をみると（図 1参照）、2018年から 2020年に

かけて SDGsについて「詳しく知っている」と回答する者の割合が次第に高くなっているこ

とがわかる。また、「聞いたことはある」と回答する者の割合も同様に高くなっており、

SDGs への認知度が高まりつつあることがうかがえる。しかし、依然として 2020 年の段階

で「知らない」とする割合は、過半数を超える 60.2％に達しており、今後もさらに認知度

を向上させていく必要があることに変わりはない。 

 

 また、消費者が企業の SDGs に対する取組を知り、実際に取った行動についての意識調査

の結果をみると（図 2 参照）、「その企業や、商品・サービスのウェブサイトを閲覧する

ようになった」（28.2％）や「その企業の商品やサービスを購入または利用した」（21.5％）、

「その企業や、商品・サービスの評判を検索するようになった」（18.5％）と回答する者

が 2〜3 割程度存在する。したがって、企業の SDGs への取組は、消費者の購買行動に変化

をもたらすことにつながっていることから、今後の企業経営に影響を与える可能性がある。 
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 以上のように、SDGs について消費者の認知度が高まっており、しかも企業による SDGs

への取組は、消費者からの支持を得られるようになってきた。しかし、小規模事業者（注 2）

の場合、SDGsへの取組に着手している事業者はわずかである。 

 実際に、小規模事業者による SDGs への認知度・取組状況をみていくと（図 3 参照）、

「SDGsについて既に取組を行っている」と「SDGs について取組を検討している」と回答し

た事業者の合計は、11.4％に過ぎない。一方、「SDGsについて全く知らない」と「SDGs と

いう言葉を聞いたことがあるが、内容は知らない」と回答した事業者の合計は、61.2％に

も及ぶ。また、「SDGs の内容について知っているが、特に取組は検討していない」も 27.4％

あり、小規模事業者の SDGs への認知度は依然として低く、その取組も遅れている。 
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 次に、顧客属性別に SDGsの 17のゴール（注 3）のうち、小規模事業者が関心のあるものを

みてくと（図 4 参照）、B to C 型事業者（顧客が消費者相手）、B to B 型事業者（顧客が

事業者相手）ともに「住み続けられるまちづくりを」と回答する事業者の割合が最も高い

ことがわかる。また、小規模事業者の大半は、SDGs の 17 のゴールのいずれかに関心を持

っているが、14〜15％程度が依然として「関心のあるものはない」としている。 

 

 最後に、顧客属性別、及び SDGs への認知度・取組状況別に、売上高が回復した事業者の

割合をみていくと（図 5参照）、B to C 型、B to B型事業者のいずれにおいても、SDGs

への取組を行っている事業者の方が、売上高が回復した割合が高いが、B to B型の方が B 

to C型よりも、その割合が高い。したがって、小規模事業者による SDGs への取組は、消

費者や取引先からの支持を得られることになった結果、売上高の回復に結びついている可

能性はあるが、B to B型の方が B to C型よりも効果が出ていることがわかる。 
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設問 1：図 1 に示したように、消費者の SDGs への認知は、次第に高まっているとはいえ、

依然として 2020年の段階で「知らない」とする割合は約 6 割に達している。今後、こ

の認知度を向上させていくために企業にとって必要な取組について、図 2を参考にし

て 200字以内で説明しなさい。 

設問 2：図 4 に示したように、小規模事業者の SDGs の 17 のゴールのうち、関心のあるも

のが、顧客属性別（B to C 型と B to B型）で共通する点と異なる点について、300 字

以内で説明しなさい。 

設問 3：図 5に示したように、SDGs への取組を行うことが小規模事業者の売上高の回復に

つながっているが、図 3に示したように「SDGsについて既に取組を行っている」、ま

たは「SDGsについて取組を検討している」と回答する事業者は、約 1割に留まってい

る。今後、小規模事業者による SDGs への認知度、及び取組を向上させていくために必

要な国や地方自治体などによる小規模事業者向けの支援について、貴方のアイディア

を 500字以内で説明しなさい。 
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（注 1）SDGsの 17のゴール（目標）の概略は、以下の表に示した通り。 

 

（注 2）小規模事業者の定義は、以下の表に示した通り。 

【参考】小規模事業者の定義 

業種分類 中小企業基本法の定義 

製造業その他 従業員 20 人以下 

商業・サービス業 従業員 5 人以下 

出展：中小企業庁 HP（https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html、2022 年 9 月 1 日所収）。 

 

（注 3）図 4の項目と SDGsの 17のゴール（目標）との関係 

図 4 の項目 17 のゴール 図 4 の項目 17 のゴール 

住み続けられるまちづくりを 11 質の高い教育をみんなに 4 

働きがいも経済成長も 8 海の豊かさを守ろう 14 

すべての人に健康と福祉を 3 平和と公正をすべての人に 16 

産業と技術革新の基盤をつくろう 9 人や国の不平等をなくそう 10 

つくる責任つかう責任 12 安全な水とトイレを世界中に 6 

エネルギーをみんなにそしてクリーンに 7 陸の豊かさも守ろう 15 

貧困をなくそう 1 パートナーシップで目標を達成しよう 17 

気候変動に具体的な対策を 13 ジェンダー平等を実現しよう 5 

飢餓をゼロに 2  
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